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2022年4月1日~2023年3月31日 

 

フローラル共済株式会社の現状 
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はじめに 

 

平素より、フローラル共済株式会社をお引き立ていただき、誠にありがとうございます。 

当社の事業における概況、経営方針、財務状況などについて 

当ディスクロージャー誌にまとめました。 

本誌が当社をご理解いただくうえでお役立ていただければ幸いです。 

今後とも一層のご支援・ご愛顧を賜りますようお願い申しあげます。 

 

 

 

会社概要（2023 年３月 31 日現在） 

社     名：フローラル共済株式会社 

本社所在地：宮城県仙台市青葉区水の森3丁目41番15号 4階  

資 本 金 ：250,400千円 

従 業 員 数：3名 

代 理 店 数：158店 

 

当社の沿革 

年月 主なできごと 

2008年2月 設立 

2008年3月 東北財務局管内で第二号として登録（生命・医療保険では第一号） 

2008年4月 「入院保障付死亡保険 フローラル共済」販売開始 

2009年1月 「葬儀保険 フューネラルサポート絆」販売開始 

2011年4月 「葬儀保険 家族の絆」販売開始 

2012年1月 「入院保障付死亡保険 なでしこくらぶ」販売開始 
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本誌 は、「保険業法第 272 条の 17 において準用する保険業法第 111 条及び同施行規則第 211 条の 37 」に基づいて 

作成したディスクロージャー資料（業務及び財産の状況に関する説明書類）です。 

  

フローラル共済株式会社の現状 

2023 

はじめに・・・当社の経営理念／ご挨拶 P.1～4 

コーポレートデータ 

 役員・従業員・株主の状況 

 組織図、当社営業拠点 

P.5~ 

当社の取り組み（事業報告） 

 事業概要 

 お客さま本位の業務運営方針 

 主要業績の状況  ・・・・・・・ 

P.9~ 

業績データ 

 主要な業務の状況 

 経理の状況 

 

P.21~ 
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当社の経営理念 
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すべてはお客様のために 

 

平素より、皆様にはフローラル共済株式会社をお引き立て賜り誠にありがとうございます。 

弊社は少額短期保険業として平成 20 年 2 月に設立し、同年 3 月に東北財務局管内では 
第 2 号として 登録（生命・医療保険では第 1 号）になった少額短期保険会社です。 

少額短期保険業とは、一定規模の範囲内において、保険金額が少額（1,000 万円以内）、 
保険期間 1 年（損害保険は 2 年）以内の保険の引受のみを行う事業として、小粒ながら斬新な
商品を提供できる『ミニ保険会社』です。 特徴として生命保険・損害保険・医療保険の商品販売が
可能で、これにより今までにない新しい保険商品を開発し、お客様のニーズに合った保険商品を提供
することができます。 

経営にあたっては、『すべてはお客様のために』を基調に、保険業の基本である相互扶助の精神と 
『お客様満足度』の向上に努めコンプライアンスを遵守した商品や関連サービスの開発と営業政策を
推進し、お客様や地域社会からの信頼と安心を得るべく今後皆様方との出会いをお待ちいたしており
ます。 

 
フローラル共済株式会社 
代表取締役 髙橋 誠 

  

ご挨拶 
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フローラル共済株式会社の現状 
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コーポレートデータ（会社概要） 
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役職名 氏名 担当業務 

代表取締役 髙橋 誠 営業本部 

取締役副社長 

（非常勤） 
田中 裕人  

取締役（非常勤） 原田 善征  

常務取締役（非常勤） 近能 欣充  

監査役（非常勤） 中村 光良  

監査役（非常勤） 阿部 隆  

 

 

 

 

 

 

 

（2023年3月31日 現在） 

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 

3名 35.0歳 6.6年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．役員の状況 

２．従業員の状況 
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（１）株式数  

発行可能株式の総数 20,000株 

発行済株式の総数 7,440株 

 

（２）株主数 

2022年度末株主数 5社8名 

 

（３）株主  

（2023年3月31日現在） 

 

 

 
 

 

株　　主 普通株式 優先株式 合計株式 議決権
割合

田中　裕人 2,530 1,308 3,838 51.01%

中村　光良 656 620 1,276 13.23%

株式会社　阿部伊組 397 206 603 8.00%

櫻井　忠男 322 103 425 6.49%

株式会社プランニング・オフィス社 198 103 301 3.99%

曳地　 礼 116 57 173 2.34%

株式会社　東洋 98 52 150 1.98%

原田　善征 124 124 2.50%

松谷　一夫 124 124 2.50%

阿部  　隆 124 124 2.50%

株式会社ベルモール 124 124 2.50%

髙橋　誠 59 31 90 1.19%

株式会社ユニオン・トレード 88 88 1.77%

合　　　計 4,960 2,480 7,440 100%

３．株式の状況 
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４．組織図 

株主総会 

監査役 

コンプライアンス委員会 

営業管理部 

取締役会 

代表取締役 

契約業務部 総務経理部 

法律顧問 

保険顧問 

５．当社営業拠点 

本社 

〒981-0962 

宮城県仙台市青葉区水の森 3-41-15 4 階 

 

 

保険計理人 
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フローラル共済株式会社の現状 
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当社の取り組み（事業報告） 
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2022 年度は、新型コロナウイルス第七波によりこれまでの波を上回る規模で感染が拡大しました。外出

自粛により、経済活動が停滞、当社においても、対面による保険販売の制限など引き続き厳しい保険募集

環境下であったため、新契約件数は計画を大きく下回りました。新契約件数は233件（達成率32.4％）

となりました。その結果、保有契約件数は 4,783件、前年度より 205件減少しました。 

保険料収入は、170,285千円となり、経常収益は 183,613千円となりました。 

また、新型コロナの「みなし入院」による入院保険金の請求増加の影響を受け、保険金支払金は

66,973千円、前年度対比24.1％の増加となりました。（なお、新型コロナの5類への移行に伴い、みなし

入院への特別対応は終了しております。） 

一方で、経費の抑制に努めたことにより事業費は 91,850 千円となり、経常費用が 166,910 千円と前

年度対比4.2％減少の状況でした。加えて、出再している再保険会社からの再保険収入が多かったことによ

る再保険収支のプラス効果、さらに法令により積立が義務付けられている責任準備金の戻入れ効果により、

経常利益は16,703千円と前年度対比99.2％の増加、当期純利益は前年度対比148.8％の増加と、

どちらの指標も前年度を大きく上回る結果となりました。 

2023年度は新商品（定期医療保険）の投入により、販売強化に努め、保有件数、保険料収入の増

加を目指したいと考えております。 

 

 

 

  

1．2022 年度における当社の事業概況 
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お客様本位の業務運営につきましては、 

お客様本位の業務運営、お客様の最善の利益の追求、利益相反の適切な管理、手数料等の明確化、 

重要な情報の分かりやすい提供、お客様にふさわしいサービスの提供、方針の浸透に向けた取り組みを骨子 

とした「お客様本位の業務運営に係る基本方針」を策定決議し、募集代理店を含めて社内での徹底を図る 

とともにホームページに掲載しております。 

 

「お客様本位の業務運営方針」の詳細については、下記の URL をご参照ください。 

https://www.floral-shoutan.co.jp/company/basic_policy/ 

 

  

２．当社における「お客様本位の業務運営方針」 
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当期は、保有契約件数4,783件、正味収入保険料163,402千円、経常利益16,703千円、 

当期純利益11,732千円、総資産額167,760千円、保険業法上の純資産額121,704千円となりました。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

  

 

 

169,316 167,858 163,402

2020年度 2021年度 2022年度

正味収入保険料

105,675

110,189

121,704

2020年度 2021年度 2022年度

保険業法上の総資産額

３．主要業績の状況 
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当社では、「個人情報の保護に関する法律（以下、「保護法」といいます。）、ならびに「行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下、「番号法」といいます。）」およびその他関連す

る法令、ガイドライン等を遵守して、以下のとおり個人情報保護方針（以下、「本方針」といいます。）を定め、

個人情報を適正に取り扱うとともに、適切な安全管理措置を講じます。なお、以下1．～11．の各項目におけ

る「個人情報」および「個人データ」とは、個人番号および特定個人情報を除くものをいいます。 

 

 

 

個人情報に関する方針 

弊社は、お客様の氏名や住所、電話番号、メールアドレスなど、特定の個人を識別できる情報（個人

情報）の重要性を認識し、個人情報の保護に関する法律（個人情報保護法）その他の関連法令等

を遵守して、お客様の個人情報の保護を行ってまいります。 

1.個人情報の取得について 

弊社は、業務上必要な範囲内かつ、適法で公正な手段により個人情報を取得します。 

 保険契約の申込みに係る引受の審査、引受、履行および管理 

 適正な保険金・給付金の支払い 

 お問合せや依頼などへの対応 

 その他、上記に附随する業務ならびにお客様とのお取引および当社の業務運営を適切かつ円滑に履行するため

に行う業務 

４．当社における個人情報保護方針 

個人情報保護方針 
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2.個人情報の利用目的 

弊社では、次の業務を実施する目的に必要な範囲内で個人情報を利用します。 

関連会社・提携会社を含む各種商品・サービスの案内・提供・契約の維持管理・弊社業務に関する情

報提供・運営管理、商品・サービスの充実・保険契約の引受・継続・維持管理・保険金等の支払等に

関すること 

3.個人データの安全管理 

弊社は、個人データを正確かつ最新なものにするため、適切な措置を講じます。また、個人データへの不

正なアクセス等が行われることを防止するため、必要と考えられる対策を講じます。 

4.個人データの第三者への提供 

弊社は、次の場合を除き、第三者に個人データを提供することはありません。 

 あらかじめ同意がある場合 

 利用目的を達成するために業務を委託する場合 

 法令により必要とされる場合 

5.個人情報の開示・訂正・利用停止について 

弊社は、お客様からご自身の個人情報に関して利用目的の通知・開示・訂正・追加・削除・利用

停止の依頼があった場合は、特別の理由がない限り対応致します。 
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当社では、医療保険・死亡保険を販売しております。各種のプランをご用意し、お子様からシニア世代の方ま

で幅広いご年齢層の方にお申し込みいただいております。なお、当社が取り扱うすべての保険は、１年間の掛け

捨て型・自動更新型の保険です。 

 

 

 

商品名 フローラル共済 

（正式名称：入院保障付死亡保険普通保険） 

特長 
生後満6ヶ月から満75歳までお申込み可能で、満85歳まで更新が可能な保険です。病

気入院だけでなく正常分娩でも入院保障をいたします。 

保障内容 標準タイプと医療保障重視タイプがあります。 

保険料例 
標準タイプ 女性 20歳～39歳 

月額保険料1,800円、入院日額5,000円 

 

 

 

 

商品名 なでしこくらぶ 

（正式名称：入院保障付死亡保険普通保険） 

特長 
満20歳から満75歳までお申込み可能で、満85歳まで更新が可能な保険です。病気入

院だけでなく正常分娩でも入院保障をいたします。 

保障内容 月額保険料2,500円と5,000円のプランがあります。 

保険料例 
女性20～39歳、月額保険料 5,000円の場合、一泊目から入院保険金は日額20,000

円。 

 

 

 

 

商品名 フューネラルサポート絆 

（正式名称：定期保険普通保険） 

特長 満40歳から満79歳までお申込み可能で、満99歳まで更新が可能な保険です。 

保障内容 
死亡保険金額 30万円～300万円まで、選べる10プランがあります。いくつになってもお受け

取りになる保険金が変わりません。 

保険料例 
満65歳～6９歳 絆プラン６０  男性 1,620円，女性1,020円 

満70歳～74歳 絆プラン１２０ 男性 3,240円, 女性2,040円 

 

５．当社の販売商品・サービス 
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商品名 家族の絆 

（正式名称：定期保険普通保険） 

特長 満40歳から満79歳までお申込み可能で、満99歳まで更新が可能な保険です。 

保障内容 
月額保険料と死亡時の年齢によって、お受け取りになる保険金額は異なります。 

 

保険料例 
月額保険料 1,000円～5,000円まで、選べる5プランがあります。いくつになっても毎月の保

険料が変わりません。 

 

 

 

 

当社は、少額短期保険商品（以下「保険商品」という。）の販売に際して、各種法令等を遵守し、次の方

針にもとづき、適正な勧誘を行います。 

 

 

 

コンプライアンスの徹底をはじめ、各種法令を遵守し適正な保険募集に努めます 

公共性の高い事業と認識し、会社全体でコンプライアンスに取リ組み、お客様・社会の信頼に応えます。 

適切な勧誘 

お客様への訪問・連絡等に際しては、方法・場所・時間帯をお客様の立場に立ち、十分に配慮します。 

最適な商品のコンサルティング 

お客様を取リ巻くリスクの分析やご要望、ご家族の状況等をお聞きし、お客様のご意向に沿った商品をお勧めし

ます。 

お客様に関する情報の保護 

お客様の個人情報は、プライバシー保護の観点から法令や社内規定に則リ、細心の注意と厳重な管理に努

めます。 

教育・研修体制 

専門知識はもとよリお客様に不安感や不快感をあたえるようなことのないよう信頼される募集人の育成、教育、

研修体制の維持・向上に努めます。 

ご相談・ご要望への対応 

お客様の様々なご相談・ご要望に、担当者が適切かつ迅速にお応えします。 

  

６．勧誘方針 

当社の勧誘方針 
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当社は、お客さまから寄せられる様々な声を、前向きかつ積極的に受け止めるとともに、迅速かつ的確に行動し、

お客さまサービスの向上を図ることが重要であると考えています。お客さまからのお寄せいただいた、意見・ご要望・ご

不満については、貴重な声として受け止め、当社の業務改善に反映させ、より一層、お客さまにご満足いただける

サービスを提供できるよう、努めてまいります。 

 

 

 

１．当社は、お客さまのあらゆる声を積極的に受け止め、特に「ご不満・ご要望」については、真摯に受け止め、

お客さまサービスの向上と業務品質の改善に活かしてまいります。 

 

２．お客さまからの貴重な声を、当社は真剣に感謝の気持ちを持って正面から受け止めます。 

 

３．お客さまの声に対して、公平・公正で透明性の高い対応を心がけてまいります。 

 

４．お客さまの声を丁寧に分析し、商品やサービス、業務品質の向上に努めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

改善項目 改善事例 

ご高齢の方への保険募集の見直し 

ご高齢の方に寄り添った保険募集を進めるため、パンフレットや重要

事項説明書を見直しました。具体的には、大きな文字、明るい色使

いを採用し、特に重要な点については、強調表示をするなど工夫をし

ております。また、保険募集時に親族の方にご同席いただいたり、契

約締結までに複数回の募集機会を設ける、などきめ細やかな対応の

ガイドラインを定め、契約締結後のフォローアップも行っています。 

障がいのある方への配慮 

障がいのある方への配慮の充実化を図るため、当社規定を作成し、

環境整備に向けて、コミュニケーションボード等の準備、耳マークや補

助犬マーク等の表示をいたしました。 

 

７．お客様の声への対応      

お客様の声対応方針 

お客様の声をもとに改善した事例 
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当社では、取締役会で適切なリスクに対する判断ができるよう、取締役会から委任を受けたコンプライアンス委員

会において、様々なリスクについて、実質的な議論を行い、適宜取締役会に報告しております。また、役職員から

の当社リスクに対する報告先はコンプライアンス委員会となっており、すべての情報がコンプライアンス委員会に集ま

る体制となっております。 

なお、当社に影響を及ぼすリスクは以下のものであります。 

〇 保険引受リスク 

告知書査定を継続実施しております。 

〇オペレーショナル・リスク（事務リスク、システムリスク、情報漏えいリスク、流動性リスク） 

システムマニュアルに基づき事務ミス発生原因の早期把握と事務処理改善指導の徹底をしております。 

資金管理、収益確保について、担当部署から随時報告を受け、モニタリング、コントロールを行っております。 

 

コンプライアンス委員会の主な審議事項は以下のとおりとなります。 

• リスク管理に関する基本方針の制定および改廃 

• 自己査定、償却引当基準の制定および改廃 

• セキュリティー・ポリシーやコンティンジェンシープラン等のリスク管理に関する社規・社則等の制定および改廃 

• リスク管理状況の報告 

• その他重要・緊急案件の検討、対応策の立案 

 

反社会的勢力への対応 

反社会的勢力に対する基本方針   

当社は、適切かつ健全な少額短期保険事業を行うにあたり、「反社会的勢力に対する基本方針」を定めており

ます。「保険会社向け総合的監督指針」に則り、約款・社内諸規定の見直しや改訂を適宜行っております。

（以下当社ホームページ記載の通り） 

1． 取引を含めた一切の関係遮断 

当社は、反社会的勢力排除に向けた社会的責任、および反社会的勢力により当社、当社社 

員および顧客等が受ける被害防止の重要性を十分認識し、反社会的勢力との関係遮断を重 

視した業務運営をおこないます。 

２．組織としての対応 

  当社は反社会的勢力に対しては、組織的な対応を行い、従業者の安全確保を最優先に行動し 

ます。 

８．リスク管理の態勢 
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３．裏取引や資金提供の禁止 

  当社は反社会的勢力に対しては、資金提供や事実を隠蔽するための不適切・異例な便宜供与 

を一切行ないません。 

４．外部専門機関との連携 

  当社は反社会的勢力への対応に際し、適切な助言・協力を得ることができるよう、平素より警 

察、全国暴力追放運動推進センター、弁護士などの外部専門機関等との連携強化を図ります。 

５．有事における民事および刑事の法的対応 

  当社は反社会的勢力からの不当要求等に対しては、民事と刑事の両面から、積極的に法的対 

応を行ないます。 

再保険によるリスク分散 

当社では、リスク分散をはかるため、リスクの種類・特性を考慮のうえ、一部の保険契約について出再しておりま

す。 

再保険会社につきましては、主要格付機関の格付などを基に選定しておりますが、現状では、スタンダード＆プア

ーズ社による格付けでＡＡ－ 以上の格付けを有する１社（RGA 再保険会社）と再保険契約を締結しており

ます。 

当社では、少額短期保険業者の特性を踏まえ、引受するリスクを分散することの重要性を認識し、当社の保険

責任の一部を再保険契約することで、保有するリスクをコントロールし、経営の安定を図っております。 

 

出再保険会社の名称 

ＲＧＡリインシュアランスカンパニー 
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当社では、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つと位置付けております。コンプライアンスに係る基本方針や

遵守基準を策定するため、「コンプライアンス規程」を制定し、全役職員と、代理店・募集人への「コンプライアンス

規程」を配布し、周知徹底を図っております。 

     

■取締役をはじめとする経営層を中心としたコンプライアンス体制の確立 

代表取締役を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、法令遵守態勢の整備、推進を行っております。 

取締役、監査役、保険計理人が出席する取締役会を開催し、法令定款に定めのある事項その他経営に関す

る重要事項について審議、報告を行っております。また、同取締役会において、定期的に業務執行状況の報告

を受けて、使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確認しております。 

 なお、内部監査、代理店監査については、監査実施要領に基づいた実施計画書に沿って実施し、取締役会

に実施報告書を提出し監査状況を検証しております。 

 

■募集資料の適正な管理 

パンフレットや重要事項説明書等の募集資料等の使用については、その内容および表現が適正かどうか、事前に

関係部署で集中審査を行い、適切な文書内容と管理のもとで、お客さまへ提示を行っております。 

 

 

 

当社は、指定少額短期保険業務紛争解決機関である一般社団法人 日本少額短期保険協会との間で、少

額短期保険業務に関する苦情処理手続および紛争解決手続等の実施のための手続実施基本契約を締結し

ております。指定少額短期保険業務紛争解決機関では、ご契約者さまをはじめ、一般消費者の皆さまからの少

額短期保険全般に関するご相談・ご照会への対応や苦情対応・紛争解決を行います。 

 

一般社団法人 日本少額短期保険協会 少額短期ほけん相談室 

〒104-0032 東京都中央区八丁堀三丁目 12番8号 HF八丁堀ビルディング２F 

TEL 0120-82-1144（通話料無料） 

[通常受付日・受付時間] 

月曜日～金曜日（祝日・年末年始休業期間を除く）9:00～12:00 ／ 13:00～17:00 

http://www.shougakutanki.jp/ 

 

 

  

９．法令等遵守態勢 

10．指定紛争解決機関 
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フローラル共済株式会社の現状 

業績データ 

・主要な業務の状況 

・経理の状況 

2
0
2
3
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（単位：千円）

項目 2020年度 2021年度 2022年度

経 常 収 益 193,569 182,571 183,613

経 常 利 益 9,174 8,383 16,703

当 期 純 利 益 7,652 4,716 11,732

資 本 金 250,400 250,400 250,400

発 行 済 株 式 の 総 数 7,440株 7,440株 7,440株

純 資 産 額 101,714 106,430 118,162

総 資 産 138,930 151,388 167,760

責 任 準 備 金 残 高 25,900 33,631 30,088

有 価 証 券 残 高 0 0 0

ソ ル ベ ン シ ー ・ マ ー ジン 比率 4948.5% 5349.4% 6196.2%

配 当 性 向 － － －

従 業 員 数 5 4 3

正 味 収 入 保 険 料 の 額 169,316 167,858 163,402

１．直近３事業年度における主要な業務の状況を示す指標 
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（１）主要な業務の状況を示す指標等 

①正味収入保険料 （単位：千円） 

項目・年度 2021 年度 2022 年度 

死亡保険 167,858 163,402 

その他 ― ― 

合 計 167,858 163,402 

    ※正味収入保険料とは、元受正味保険料から出再契約の支払い再保険料を控除したものをいいます。 

 

 

②元受正味保険料 （単位：千円） 

項目・年度 2021 年度 2022 年度 

死亡保険 175,001 170,122 

その他 ― ― 

合 計 175,001 170,122 

※元受正味保険料とは、元受保険料から元受け解約返戻金および元受その他返戻金を控除したものをいいます。 

 

 

③支払再保険料 （単位：千円） 

項目・年度 2021 年度 2022 年度 

死亡保険 7,144 6,720 

その他 ― ― 

合 計 7,144 6,720 

    ※支払再保険料とは、再保険料から再保険返戻金その他再保険収入を控除したものをいいます。 

※なお、該当がない場合はその旨を記載する。 

 

 

④保険引受利益 （単位：千円） 

項目・年度 2021 年度 2022 年度 

死亡保険 9,950 18,040 

その他 ― — 

合 計 9,950 18,040 

※保険引受利益とは、保険引受収益から保険引受費用と保険引受に係る営業費及び 

一般管理費を引いて、その他収支（保険引受に係るもの）を足して算出しています。 

 

２．直近２事業年度における主要な業務の状況を示す指標 
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⑤正味支払保険金 （単位：千円） 

項目・年度 2021 年度 2022 年度 

死亡保険 47,192 57,368 

その他 ― — 

合 計 47,192 57,368 

※正味支払保険金とは、元受正味保険金から回収再保険金を控除したものをいいます。 

 

⑥元受正味保険金 （単位：千円） 

項目・年度 2021 年度 2022 年度 

死亡保険 53,945 66,973 

その他 ― — 

合 計 53,945 66,973 

※元受正味保険金とは、元受契約の支払保険金から、元受け保険金戻入を控除したものをいいます。 

 

➆回収再保険金 （単位：千円） 

項目・年度 2021 年度 2022 年度 

死亡保険 6,753 9,605 

その他 － — 

合 計 6,753 9,605 

 

（２）保険契約に関する指標 

①契約者配当金  

該当事項はありません。 

②正味損害率、正味事業費率及びその合算率                        （単位：％） 

項目・年度 

2021 年度 2022 年度 

正味 

損害率 

正味 

事業費率 
合算率 

正味 

損害率 

正味 

事業費率 
合算率 

死 亡 保 険 28.1 60.7 88.8 35.1 56.2 91.3 

そ の 他 ― — ― — ― — 

合 計 28.1 60.7 88.8 35.1 56.2 91.3 

※正味損害率＝正味支払保険金÷正味収入保険料 

※正味事業費率＝正味事業費÷正味収入保険料 

※合算率＝正味損害率+正味事業費率 

※正味事業費＝事業費―再保険手数料  
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③出再控除前の元受損害率、元受事業比率及び元受合算率               （単位：％） 

項目・年度 

2021 年度 2022 年度 

元受 

損害率 

元受 

事業費率 
合算率 

元受 

損害率 

元受 

事業費率 
合算率 

死 亡 保 険 30.8 58.2 89.0 39.4 54.0 93.4 

そ の 他 — ― — — － ― 

合 計 30.8 58.2 89.0 39.4 54.0 93.4 

※元受損害率＝元受正味保険金÷元受正味収入保険料 

※正味事業費率＝事業費÷、元受正味収入保険料 

※合算率＝正味損害率+正味事業費率 

※正味事業費＝事業費―再保険手数料 

 

④出再先保険会社の数と出再保険料の上位５社の割合 

 2021 年度 2022 年度 

出再先保険会社の数 1 1 

出再保険料の上位5社の割合 100％ 100％ 

 

⑤支払再保険料の格付ごとの割合 

格付区分・年度 2021 年度 2022 年度 

ＡＡ－  以上 100％ 100％ 

その他 ― — 

合 計 100％ 100％ 

※格付区分は、スタンダード＆プアーズ社の格付を使用しています。 

※各年度の格付は３月末時点の格付に基づいています。 

 

⑥未収再保険金の額 （単位：千円） 

項目・年度 2021 年度 2022 年度 

死亡保険 758 0 

その他 ― — 

合 計 758 0 
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（３）経理に関する指標等 

①支払備金 （単位：千円） 

項目・年度 2021 年度 2022 年度 

死亡保険 8,639 9,843 

その他 ― — 

合 計 8,639 9,843 

 

②責任準備金 （単位：千円） 

項目・年度 2021 年度 2022 年度 

死亡保険 33,631 30,088 

その他 ― — 

合 計 33,631 30,088 

 

③利益準備金及び任意積立金の区分ごとの残高 （単位：千円） 

 該当事項はありません。 

 

④損害率の上昇に対する経常利益または経常損失の額の変動 （単位：千円） 

損害率の上昇仮定 発生損害率（支払率）が1％上昇すると仮定 

計算方法 
正味既経過保険料×1％ 

2021年度 2022年度 

経常利益の増加額 1,683 1,636 
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（４）資産運用に関する指標等 

①資産運用の概況 （単位：千円） 

項目・区分 
2021 年度 2022 年度 

金額 構成比 金額 構成比 

預 貯 金 125,523 82.9％ 131,791 78.6％ 

金 銭 信 託 - - - - 

有 価 証 券 - - - - 

運 用 資 産 計 125,523 82.9％ 131,791 78.6％ 

総 資 産 151,389 100.0％ 167,760 100.0％ 

 

②利息配当収入の額及び運用利回り （単位：千円） 

項目・区分 
2021 年度 2022 年度 

金額 利回り 金額 利回り 

預 貯 金 1 0.00％ 1 0.00％ 

金 銭 信 託 - - - - 

有 価 証 券 - - - - 

運 用 資 産 計 - - - - 

総 資 産 1 - 1 - 

 

③保有有価証券の種類別の残高および合計に対する構成比  

該当事項はありません。 

 

④保有有価証券の種類別の利回り  

該当事項はありません。 

 

⑤保有有価証券の種類別の残存期間別残高  

該当事項はありません。 
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（５）責任準備金の残高の内訳 2021年度 

<2021年度＞                                          （単位：千円） 

種 目 
普通責任 

準備金 

異常危険 

準備金 

契約者配当 

準備金 

当期末 

責任準備金 

死亡保険 29,873 3,758 ― 33,631 

その他 ― — — ― 

合 計 29,873 3,758 ― 33,631 

 

<2022年度＞                                          （単位：千円） 

種 目 
普通責任 

準備金 

異常危険 

準備金 

契約者配当 

準備金 

当期末 

責任準備金 

死亡保険 26,547 3,541 ― 30,088 

その他 — ― — — 

合 計 26,547 3,541 ― 30,088 

 

 

（６）株主資本等変動計算書 

 

<2021年度＞ （単位：千円）

当 期 首 残 高 250,400 △ 148,685 △ 148,685 101,715 101,715

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 4,716 4,716 4,716 4,716

株主資本 以外

の 項 目 の 当 期

変 動 額

（ 純 額 ）

当 期 末 残 高 250,400 △ 143,969 △ 143,969 106,431 106,431

4,716

株主資本

資本金

資本余剰金 利益剰余金

資本余剰金合

計

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

資本準備金

4,716 4,716当期変動額合計

純資産

合計株主資本合計利益剰余金

合計

4,716



 

29 

 

  

<2022年度＞ （単位：千円）

当 期 首 残 高 250,400 △ 143,969 △ 143,969 106,431 106,431

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 11,732 11,732 11,732 11,732

株主資本 以外

の 項 目 の 当 期

変 動 額

（ 純 額 ）

当 期 末 残 高 250,400 △ 132,237 △ 132,237 118,163 118,163

株主資本

資本金

資本余剰金 利益剰余金

資本余剰金合

計
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当 期 変 動 額 合 計 11,732

純資産

合計株主資本合計利益剰余金

合計

11,732 11,732 11,732
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（７）ソルベンシー・マージン比率 

    
2021 年度 2022 年度 

(A) ソルベンシー・マージン総額 

 

① 純資産の部合計（社外流出予定額、評価・換算差額

等及び繰延資産を除く。） 
106,431 118,163 

  ② 価格変動準備金   

  ③ 異常危険準備金 3,759 3,541 

  ④ 一般貸倒引当金   

  

⑤ その他有価証券の評価差額（税効果控除前）（99％

又は100％） 

  

  ⑥ 土地含み損益（85％又は100％）   

  ⑦ 契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額）   

  ⑧ 将来利益   

  ⑨ 税効果相当額   

  ⑩ 負債性資本調達手段等   

    

告示（第 14 号）第 2 条第 3 項第 5 項イに掲げる

もの(⑩a) 

 
 

    

告示（第 14 号）第 2 条第 3 項第 5 項ロに掲げる

もの(⑩b) 

 
 

   控除項目（－）   

(B) リスクの合計額√[Ｒ1
2+Ｒ2

2]+Ｒ3+Ｒ4 4,120 3,928 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

保険リスク相当額 3,759 3,541 

  Ｒ1 一般保険リスク相当額 3,759 3,541 

  Ｒ4 巨大災害リスク相当額    

Ｒ2 資産運用リスク相当額  1,274 1,329 

   価格変動等リスク相当額   

   信用リスク相当額 1,255 1,318 

   子会社等リスク相当額   

   再保険リスク相当額 11 11 

   再保険回収リスク相当額 8  

Ｒ3 経営管理リスク相当額  151 146 

（C）ソルベンシー・マージン比率 

 [(A)/｛(1/2)×(B)｝]×100 

5,349.4％ 

 

6,196.2％ 
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●少額短期保険業者は、保険事故発生の際の保険金支払等に備えて準備金を積み立てていますが、巨大災害の発生 

や、少額短期保険業者が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な 

支払能力を保持しておく必要があります。 

 

●こうした「通常の予測を超える危険」を示す「リスクの合計額」（左記の（B））に対する「少額短期保険業者が保有して 

いる資本金・準備金等の支払余力」（すなわちソルベンシー・マージン総額:左記の（A））の割合を示す指標として、保 

険業法等に基づき計算されたのが、「ソルベンシー・マージン比率」（左記の（C））です。 

 

●「通常の予測を超える危険」とは、次に示す各種の危険の総額をいいます。 

①保険引受上の危険（一般保険リスク）: 保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険

（巨大災害に係る危険を除く） 

②資産運用上の危険（資産運用リスク）: 保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動す 

ることにより発生し得る危険等 

③経営管理上の危険（経営管理リスク）: 業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～② 

および④以外のもの 

④巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）: 通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）に 

より発生し得る危険 

 

●「少額短期保険業者が保有している資本金・準備金等の支払余力」（ソルベンシー・マージン総額）とは、少額短期保 

険業者の純資産、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額です。 

 

●ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が少額短期保険業者を監督する際に活用する客観的な判断指標の１つです 

が、その数値が200%以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。 

 

 

（８）時価情報等（取得価額または契約価額、時価および時価損益） 

有価証券 

①売買目的有価証券 ················································ 該当事項はありません。 

②満期保有目的の債券 ·············································· 該当事項はありません。 

③子会社株式及び関連会社株式 ································· 該当事項はありません。 

④その他有価証券 ····················································· 該当事項はありません。 

金銭の信託 ······························································ 該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

ソルベンシー・マージン比率とは 
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（１）貸借対照表

 

（単位：千円）

金額 構成比 金額 構成比

（ 資 産 の 部 ）

現 金 及 び 預 貯 金 125,918 83.2% 131,947 78.7%

現 金 395 0.3% 156 0.1%

預 貯 金 125,523 82.9% 131,791 78.6%

有 形 固 定 資 産 1,778 1.2% 1,464 0.9%

建 物 付 属 設 備 309 0.2% 187 0.1%

その他有形固定資産 1,469 1.0% 1,276 0.8%

無 形 固 定 資 産 2,438 1.6% 10,622 6.3%

ソ フ ト ウ エ ア 508 0.3% 8,744 5.2%

その他の無形固定資産 1,930 1.3% 1,878 1.1%

代 理 店 貸 - - - -

再 保 険 貸 758 0.5% - -

そ の 他 の 資 産 2,497 1.6% 5,728 3.4%

未 収 利 息 - - - -

棚 卸 資 産 1,379 0.9% 1,474 0.9%

そ の 他 の 資 産 1,040 0.7% 3,970 2.4%

立 替 金 78 0.1% 83 0.0%

仮 払 金 - - 200 0.1%

繰 延 税 金 資 産 - - - -

供 託 金 18,000 11.9% 18,000 10.7%

資 産 の 部 合 計 151,389 100.0% 167,760 100.0%

科 目

2021年度 2022年度

３．経理の状況 
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（単位：千円）

金額 構成比 金額 構成比

（ 負 債 の 部 ）

保 険 契 約 準 備 金 42,270 27.9% 39,931 23.8%

支 払 備 金 8,639 5.7% 9,843 5.9%

責 任 準 備 金 33,631 22.2% 30,088 17.9%

代 理 店 借 - - - -

再 保 険 借 - - 470 0.3%

そ の 他 負 債 2,687 1.8% 9,197 5.5%

未 払 い 法 人 税 等 636 0.4% 2,431 1.4%

未 払 金 - - - -

未 払 い 費 用 1,832 1.2% 6,487 3.9%

預 り 金 145 0.1% 184 0.1%

預 り 保 険 料 76 0.0% 95 0.1%

退 職 給 付 引 当 金 - - - -

負 債 の 部 合 計 44,958 29.7% 49,598 29.6%

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金 250,400 165.4% 250,400 149.3%

利 益 剰 余 金 △ 143,969 -95.1% △ 132,237 -78.8%

利 益 準 備 金 - - - -

そ の 他 利 益 余 剰 金 △ 143,969 -95.1% △ 132,237 -78.8%

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 143,969 -95.1% △ 132,237 -78.8%

株 主 資 本 合 計 106,431 70.3% 118,163 70.4%

純 資 産 の 部 合 計 106,431 70.3% 118,163 70.4%

負債及び純資産の部合計 151,389 100.0% 167,760 100.0%

科 目

2021年度 2022年度
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（２）損益計算書

 

（単位：千円）

科　　　目 2021年度 2022年度

経 常 収 益 182,571 183,613

保 険 料 等 収 入 182,170 179,891

保 険 料 175,417 170,285

再 保 険 収 入 6,753 9,605

回 収 再 保 険 金 6,753 9,605

再 保 険 手 数 料 0 0

再 保 険 返 戻 金 0 0

そ の 他 再 保 険 収 入 0 0

責 任 準 備 金 等 戻 入 額 201 3,543

支 払 備 金 戻 入 額 0 0

責 任 準 備 金 戻 入 額 201 3,543

資 産 運 用 収 益 1 1

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入 1 1

そ の 他 経 常 収 益 199 179

代 理 店 手 数 料 等 収 入 0 0

そ の 他 の 経 常 収 益 199 179

経 常 費 用 174,188 166,910

保 険 金 等 支 払 金 61,505 73,856

保 険 金 40,285 44,813

解 約 返 戻 金 416 163

給 付 金 13,660 22,160

再 保 険 料 7,144 6,720

責 任 準 備 金 繰 入 額 10,817 1,204

支 払 備 金 繰 入 額 2,885 1,204

事 業 費 101,866 91,850

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 100,298 90,513

税 金 413 371

減 価 償 却 費 1,154 966

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 0 0

そ の 他 経 常 費 用 0 0

代 理 代 行 業 務 経 費 0 0

そ の 他 の 経 常 費 用 0 0

経 常 利 益 8,383 16,703

特 別 損 失 2,271 1,843

税 引 前 当 期 純 利 益 6,112 14,860

法 人 税 及 び 住 民 税 1,396 3,128

法 人 税 等 調 整 額 0 0

法 人 税 等 合 計 1,396 3,128

当 期 純 利 益 4,716 11,732
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（３）キャッシュ・フロー計算書（直接法による表示）

 

（単位：千円）

科　　　目 2021年度 2022年度

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

保険料収入 175,417 170,285

回収再保険金 4,238 9,605

保険金支払による支出

死亡給付金 △ 40,285 △ 44,813

入院保険給付金 △ 13,660 △ 22,160

解約返戻金 △ 416 △ 162

再保険料 △ 5,387 △ 6,720

その他返戻金

資産運用費用

営業費及び一般管理費の支出

人件費支出 △ 25,209 △ 18,952

物件費支出 △ 47,250 △ 47,998

諸手数料及び集金費支出 △ 28,005 △ 23,562

その他

税金 △ 413 △ 371

その他経常費用 △ 2,496

小計 19,030 12,656

雑収入 198 179

利息及び配当金等の受取額

利息の支払額

契約者配当金の支払額

その他経常収入

その他経常支出

法人税等の支払額 △ 1,750 △ 3,128

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,478 9,707

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

預貯金の純増加額 △ 12,000 △ 12,000

有形固定資産の売却による収入

車輌運搬具の売却収入

有形固定資産の取得による支出

建物付属設備の増加

器具備品増加

車輌運搬具の増加

無形固定資産の取得による支出

ソフトウェアの増加 △ 5,357

リサイクル預託金の増加

敷金の支出

機械補償金の支出

未収金の減少

供託金の収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 12,000 △ 17,357

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金による収入

長期借入金による支出

株式の発行による収入

自己株式取得その他の支出

配当金の支払額

その他による収入

その他による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー 0 0

Ⅳ現金及び現金同等物の増加額 5,478 △ 7,650

Ⅴ現金及び現金同等物期首残高 86,119 91,597

Ⅵ現金及び現金同等物期末残高 91,597 83,947

(注)　現金及び現金同等物とは、現金、当座、普通預金及び3カ月以内の定期預金を言う。


